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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】総括的には流体輸送システムの制御に関し、よ
り具体的には、水を送って冷却水システムの作動を可能
にするための方法及び装置に関し、流体移送装置から所
定の距離に配置された流体制御装置を提供する。
【解決手段】本流体制御装置は、中央上部２０３を画成
する円錐形基盤２０２と、円錐形基盤の少なくとも一部
分に挿入されかつ中央上部から半径方向外向きに延びる
複数の翼２０４とを含む。流体供給源は、フロアから延
びる１以上の壁を含む。流体供給源の内部に配置された
１以上の流体移送装置を含む。流体制御システムを含む
。流体供給源内で少なくとも部分的に壁及び１以上の流
体移送装置間に結合されたプレートを含む。壁及び１以
上の流体移送装置間でプレートから延びる１以上の仕切
りを含む。１以上の仕切りは、プレートと協働して、１
以上の流体移送装置に少なくとも部分的に流体流れを導
く。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　流体移送装置（１５０）から所定の距離（Ｄｐ）に配置された流体制御装置（２００）
であって、
　中央上部（２０３）を画成する円錐形基盤（２０２）と、
　前記円錐形基盤の少なくとも一部分に挿入されかつ前記中央上部から半径方向外向きに
延びる複数の翼（２０４）と
を備える流体制御装置（２００）。
【請求項２】
　前記円錐形基盤（２０２）が、
　該円錐形基盤の直径Ｄ、
　前記直径Ｄの関数である該円錐形基盤の高さＨASD、
　前記直径Ｄの関数である前記複数の翼（２０４）の各々の厚さＴ、及び
　前記直径Ｄの関数である該円錐形基盤の曲率半径
の少なくとも１つを画成する、請求項１記載の流体制御装置（２００）。
【請求項３】
　該流体制御装置が、前記流体移送装置（１５０）の吸込部分（１６８）の下方でフロア
（１６４）上に配置され、前記フロアと前記流体移送装置の吸込部分との間の間隙距離Ｄ
ｃが画成され、前記円錐形基盤（２０２）の直径Ｄが前記間隙直径Ｄｃの関数である、請
求項２記載の流体制御装置（２００）。
【請求項４】
　前記複数の翼（２０４）が４枚の翼を含み、前記複数の翼の各々が該複数の翼の隣接す
る翼に対して約９０°に配向される、請求項１記載の流体制御装置（２００）。
【請求項５】
　前記複数の翼（２０４）が複数の交差する略矩形プレート（２０６及び２０８）を含み
、それによって略十字形パターンを形成する、請求項４記載の流体制御装置（２００）。
【請求項６】
　該流体制御装置が、水ポンプ（１５０）の吸込部分（１６８）の略直ぐ下方で水ポンプ
ピット（１３０）のフロア（１６４）上に配置される、請求項１記載の流体制御装置（２
００）。
【請求項７】
　前記水ポンプ（１５０）が、それを貫通して延びる軸方向中心線（１７０）を画成し、
該流体制御装置が、前記軸方向中心線に略平行に前記ポンプ吸込部分（１６８）に導かれ
る水の流れ（２１０）の一部分を増加させ、かつ前記軸方向中心線に対して少なくとも部
分的に接線方向に前記ポンプ吸込部分に導かれる前記水の流れの一部分を減少させるよう
に配置される、請求項６記載の流体制御装置（２００）。
【請求項８】
　流体制御システム（３００）であって、
　流体供給源（１３０）内で少なくとも部分的に壁（１６６）及び１以上の流体移送装置
（１５０）間に結合されたプレート（３０２）と、
　前記壁及び１以上の流体移送装置間で前記プレートから延びる１以上の仕切り（３０４
及び３０６）であって、前記プレートと協働して前記１以上の流体移送装置に少なくとも
部分的に流体流れ（２１０）を導く仕切り（３０４及び３０６）と
を備える流体制御システム（３００）。
【請求項９】
　前記プレート（３０２）の少なくとも一部分が、前記１以上の流体移送装置（１５０）
の一部分と略同じ形状を有する端縁部（３０３）によって画成され、前記端縁部が、前記
１以上の流体移送装置から、それらの間にギャップ（Ｇ）が画成されるような距離に配置
される、請求項８記載の流体制御システム（３００）。
【請求項１０】
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　前記プレート（３０２）の少なくとも一部分及び前記壁（１６６）の少なくとも一部分
に結合されたヒンジ及びリンク機構（３０８）をさらに含み、前記ヒンジ及びリンク機構
が、前記プレート端縁部（３０３）と前記１以上の流体移送装置（１５０）の一部分との
間に画成された前記ギャップ（Ｇ）を維持するのを可能にする、請求項９記載の流体シス
テム（３００）。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本明細書に記載した実施形態は、総括的には流体輸送システムの制御に関し、より具体
的には、水を送って冷却水システムの作動を可能にするための方法及び装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　少なくとも幾つかの公知の発電プラントは、１以上の発電蒸気タービンシステムと統合
された冷却又は循環水システムを含む。殆どの公知の蒸気タービンシステムは、蒸気発生
システムから蒸気を受けかつ該蒸気を使用して蒸気タービンにより電力を発生させる。多
くの公知の蒸気タービンシステムは、使用済み蒸気を循環水システム内に結合された復水
装置に吐出し、該復水装置において蒸気タービンシステム内で再使用するために蒸気を凝
縮させるようにする。少なくとも幾つかの公知の冷却水システムは、その各々が蒸気復水
装置と流体連通して結合された１以上の冷却塔及び１以上の循環水ポンプを含む。
【０００３】
　公知の循環水ポンプの少なくとも幾つかは、該ポンプの吸込部分の近傍にスワール作用
及び渦発生を生じる。しかしながら、そのようなポンプ吸込口におけるスワールは、ポン
プ吸込口での水圧及び速度の均一でない分布及び突然の変動を引き起こす可能性があり、
それにより、ポンプ吸込みに利用できる有効吸込ヘッド（ＮＰＳＨ）の減少によりポンプ
の性能の低下を引き起こすおそれがある。さらに、そのようなポンプ吸込口の近傍におけ
る渦は、水中でプレスワール又はスワール状態を引き起こす水中渦を含む可能性があり、
かつポンプ吸込口に空気を送り込む自由表面渦（すなわち、キャビテーション）に成長す
る可能性がある。過度のスワール及びキャビテーションは、ポンプ内の騒音及び／又は振
動を増加させる可能性があり、そのことにより、時間の経過と共に保守整備コスト及び／
又は交換コストが増大するおそれがある。さらに、スワール及び／又は渦発生を減少させ
るのに使用する公知の方法では、限られた利点しか得ることができず、またこの方法は、
一般的に費用がかかる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】米国特許第６５３３５４３号明細書
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　この「発明の概要」の項は、下記で「発明を実施するための形態」の項においてさらに
説明する簡略形態での概念の選択を紹介するために示している。この「発明の概要」の項
は、特許請求した主題の重要な特徴又は本質的な特徴を特定することを意図するものでは
なく、また特許請求した主題の技術的範囲を決定するのを助けるものとして使用すること
を意図するものでもない。
【０００６】
　１つの態様では、流体移送システムを提供する。本流体移送システムは、流体供給源を
含む。流体供給源は、フロアから延びる１以上の壁を含む。本流体移送システムはまた、
流体供給源の内部に配置された１以上の流体移送装置を含む。流体移送システムはさらに
、流体制御システムを含む。流体制御システムは、流体供給源内で少なくとも部分的に壁
及び１以上の流体移送装置間に結合されたプレートを含む。流体制御システムはまた、壁
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及び１以上の流体移送装置間でプレートから延びる１以上の仕切りを含む。１以上の仕切
りは、プレートと協働して、１以上の流体移送装置に少なくとも部分的に流体流れを導く
。
【０００７】
　別の態様では、流体制御装置を提供する。本流体制御装置は、流体移送装置から所定の
距離に配置される。本流体制御装置は、中央上部を画成する円錐形基盤と、円錐形基盤の
少なくとも一部分に挿入されかつ中央上部から半径方向外向きに延びる複数の翼とを含む
。
【０００８】
　さらに別の態様では、流体制御システムを提供する。本流体制御システムは、流体供給
源内で少なくとも部分的に壁及び１以上の流体移送装置間に結合されたプレートを含む。
本流体制御システムはまた、壁及び１以上の流体移送装置間でプレートから延びる１以上
の仕切りを含む。１以上の仕切りは、プレートと協働して、１以上の流体移送装置に少な
くとも部分的に流体流れを導く。
【０００９】
　本明細書に記載した実施形態は、添付図面と関連させて以下の説明を参照することによ
って一層良好に理解することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】例示的な発電プラントの一部分の概略図。
【図２】図１に示す発電プラントで使用することができる例示的な循環水ポンプピットの
概略図。
【図３】図２に示す循環水ポンプピットで使用することができる例示的な流体制御装置の
斜視図。
【図４】図３に示す流体制御装置の概略図。
【図５】図２に示す循環水ポンプピットで使用することができる例示的な流体制御システ
ムの第１の概略図。
【図６】図５に示す流体制御システムの上面図。
【図７】図５及び図６に示す流体制御システムの第２の概略図。
【図８】領域Ａの周りで取った、図７に示す流体制御システムの細部の概略図。
【図９】領域Ｂの周りで取った、図７に示す流体制御システムの細部の概略図。
【図１０】領域Ｃの周りで取った、図７に示す流体制御システムの細部の概略図。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　図１は、産業設備１００、より具体的には例示的な発電プラント１００の一部分の概略
図である。この例示的な実施形態では、発電プラント１００は、蒸気タービンシステム１
０２を含み、蒸気タービンシステム１０２は、蒸気発生システム（図示せず）に流体連通
して結合された蒸気入口１０４を含む。蒸気タービンシステム１０２はまた、蒸気入口１
０４によって送られた蒸気を受ける蒸気タービン組立体１０６を含む。蒸気タービン組立
体１０６は、発電機（図示せず）に結合される。
【００１２】
　この例示的な実施形態では、発電プラント１００はまた、蒸気復水装置１１０を含む。
蒸気復水装置１１０は、複数の復水チューブ１１２を含む。蒸気復水装置はまた、蒸気発
生システムと組合わされる復水／給水システム（図示せず）と流体連通して結合された復
水出口１１４を含む。
【００１３】
　さらに、この例示的な実施形態では、発電プラント１００は、流体移送システム、つま
りより具体的には循環水システム１２０を含む。この例示的な実施形態では、循環水シス
テム１２０は、１以上の冷却塔１２２を含む。循環水システム１２０は、該循環システム
１２０が本明細書で説明するように機能するのを可能にするあらゆる数及びあらゆる形式



(5) JP 2011-38513 A 2011.2.24

10

20

30

40

50

の冷却塔１２２を含むことができる。循環水システムはまた、冷却塔１２２の内部に水噴
霧マニホルド１２４と、該水噴霧マニホルド１２４及び復水チューブ１１２と流体連通し
て結合された温水導管１２６とを含む。この例示的な実施形態では、循環水システム１２
０はまた、水噴霧マニホルド１２４の下方に配置された１以上の水トレイ１２８と、該水
トレイ１２８の下方に配置された冷却塔ベイスン１２９とを含む。
【００１４】
　また、この例示的な実施形態では、循環水システム１２０は、循環水供給源１３０、よ
り具体的には例示的な循環水ポンプピット１３０を含む。冷却水導管１３２が、冷却塔ベ
イスン１２９及び循環水ポンプピット１３０と流体連通して結合される。循環水システム
１２０はまた、１以上の流体移送装置、つまりより具体的にはこの例示的な実施形態では
、循環水ポンプピット１３０内に少なくとも部分的に水中に配置された複数の循環水ポン
プ１５０を含む。この例示的な実施形態では、循環水ポンプ１５０は、公知のＮＰＳＨ要
件を有する遠心ポンプであり、また循環水ポンプピット１３０は、少なくとも部分的に公
知のＮＰＳＨ要件を備えるのを可能にする寸法となっている。循環水システム１２０はま
た、循環水ポンプ１５０及び復水チューブ１１２と流体連通して結合されたポンプ排出導
管１５２を含む。
【００１５】
　作動中に、蒸気発生システムからの高温蒸気（図示せず）が、蒸気入口１０４を介して
蒸気タービン組立体１０６に送られる。蒸気は、蒸気タービン組立体１０６の回転を生じ
させ、蒸気タービン組立体１０６は次に、発電機を回転させる。循環水（図示せず）は復
水チューブ１１２に送られ、また蒸気タービン組立体１０６から吐出された蒸気は復水チ
ューブ１１２によって冷却されかつ凝縮されて水（図示せず）になり、この水は、蒸気復
水装置１１０から復水出口１１４を介して復水／給水システムに送られる。
【００１６】
　また、作動中に、暖められた循環水（図示せず）は、蒸気復水装置１１０から温水導管
１２６を介して水噴霧マニホルド１２４に送られる。暖められた循環水は、水噴霧マニホ
ルド１２４から水トレイ１２８に向かって吐出され、そこで循環水は、水トレイ１２８に
衝突しかつ冷却塔ベイスン１２９に落下する。暖められた循環水は、水噴霧マニホルド１
２４から冷却塔ベイスン１２９までの移行時に冷却されかつ冷却水プール（図示せず）と
して容器１２９に集められる。冷却水（図示せず）は、容器１２９から冷却水導管１３２
を介して循環水ポンプピット１３０に送られる。冷却水は、循環水ポンプピット１３０に
蓄えられ、その後循環水ポンプ１５０及びポンプ吐出導管１５２を介して復水チューブ１
１２に送られる。
【００１７】
　この例示的な実施形態では、循環水システム１２０は、発電プラント１００に統合され
ているが、循環水システム１２０は、それに限定されないが、食品及び化学処理設備、製
造設備、並びに空調システムを含む、本明細書で説明するように循環水システム１２０の
作動を可能にするあらゆる産業設備内で実施することができる。
【００１８】
　図２は、水ポンプピット１３０の概略図である。使用時には、ピット１３０は、少なく
とも部分的に水１６０で満たされた状態に維持して、流体自由表面１６２、つまりより具
体的にはピットフロア１６４の上方の高さＨｗにおける水位線１６２を画成する。循環水
ポンプ１５０は、ピット１３０内に配置され、ピット壁１６６に結合され、かつポンプ吸
込部分１６８を含む。ポンプ１５０は、有効吸込ヘッド（ＮＰＳＨ）が、ポンプ吸込部分
１６８で利用できるように少なくとも部分的に水中に配置された状態に維持される。循環
水ポンプ１５０は、軸方向中心線１７０を有する。
【００１９】
　作動中に、冷却水１６０は、上記したように冷却塔１２２（図１に示す）からピット１
３０に送られる。ピット１３０には、作動時にポンプ１５０に向かって送られた水１６０
が集められる。ポンプ吸込部分１６８に吸込まれた水１６０は、上記したように蒸気復水
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装置１１０に向かって送られる。
【００２０】
　図３は、循環水ポンプピット１３０（図２に示す）で使用することができる例示的な流
体制御装置２００、つまりより具体的には十字円錐形スワール防止装置２００の斜視図で
ある。この例示的な実施形態では、スワール防止装置２００は、直径Ｄを有する円錐形基
盤２０２を含む。円錐形基盤２０２は、この例示的な実施形態では、約０．２８Ｄに等し
い高さＨASDを有する中央上部２０３を含む。また、この例示的な実施形態では、スワー
ル防止装置２００は、互いに約９０°離れて配設されかつその各々が中央上部２０３から
半径方向外向きに延びる４枚の翼２０４を含む。それに代えて、スワール防止装置２００
は、それに限定されないが約１２０°離れて配向された３枚の翼及び約７２°離れて配向
された５枚の翼を含む、本明細書で説明するようにスワール防止装置２００が機能するの
を可能にするあらゆる配向になったあらゆる数の翼２０４を含むことができる。
【００２１】
　この例示的な実施形態では、翼２０４は、約０．０２Ｄの翼厚さＴを有する。さらに、
この例示的な実施形態では、円錐形基盤２０２の曲率半径（図示せず）は、約０．６６Ｄ
である。この例示的な実施形態では、翼２０４は、円錐形基盤２０２内で第１の略矩形プ
レート２０６及び第２の略矩形プレート２０８を中央上部２０３において交差させること
によって形成され、それによって翼２０４による略十字形パターンをなす。それに代えて
、翼２０４は、本明細書に記載しかつ使用するように、スワール防止装置２００が機能す
るのを可能にするあらゆるパターンの形態で配向することができる。
【００２２】
　図４は、循環水ポンプピット１３０内に配置されたスワール防止装置２００の概略図で
ある。この例示的な実施形態では、スワール防止装置２００は、ポンプ吸込部分１６８の
下方において、フロア１６４とポンプ吸込部分１６８との間に間隙距離Ｄｃが画成される
ように、フロア１６４上に結合される。また、この例示的な実施形態では、スワール防止
装置２００は、フロア１６４から中央上部２０３まで約０．８Ｄｃの距離にわたって延び
、またポンプ吸込部分１６８は、中央上部２０３から約０．２Ｄｃの距離に配置される。
この例示的な実施形態では、スワール防止装置２００の直径Ｄを決定するための式は次の
通りであり、
０．８Ｄｃ＝ＨASD＝０．２８Ｄ　　　　　　　　（式１）
Ｄについて解くと、以下の通りとなる。
Ｄ＝２．８５７Ｄｃ　　　　　　　　　　　　　　（式２）
ここで、スワール防止装置２００の直径Ｄ及び他の関連する寸法は、間隙距離Ｄｃの関数
である。
【００２３】
　例えば、制約条件がない状態で、スワール防止装置２００の１つの実施形態では、約１
メートル（ｍ）（３．２８フィート（ｆｔ））の間隙距離Ｄｃは、約０．８ｍ（２．６２
４ｆｔ）の高さＨASD、約２．８５７ｍ（９．３７ｆｔ）の直径Ｄ、約０．０５７ｍ（０
．１８７ｆｔ）の翼厚さＴ、及び約１．８９ｍ（６．１８ｆｔ）の曲率半径を有する。そ
のような実施形態では、スワール防止装置２００は、スワール防止装置２００とポンプ吸
込部分１６８との間に約０．２ｍ（０．６５６ｆｔ）の間隙を有した状態でフロア１６４
に結合される。
【００２４】
　作動中に、水１６０は、水の流れ２１０としてポンプ吸込部分１６８に向かって吸い込
まれる。一般的に、水の流れ２１０は、２つのベクトル速度成分つまりポンプ中心線１７
０に略平行である第１の速度成分と、軸方向成分に対して接線方向である第２の速度成分
つまり接線方向速度成分とを有する。接線方向速度成分は、軸方向中心線１７０に対して
測定した接線方向角度に比例する。また、一般的には、水の流れ２１０の接線方向速度成
分は、水の流れ２１０の軸方向速度成分との関連で増加するので、プレスワール状態が発
生する可能性が増大する。従って、この例示的な実施形態では、プレスワール接線方向率
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は、該プレスワール接線方向率がスワール防止装置２００の近傍における接線方向水速度
値対軸方向水速度値の比率に実質的に等しくなるように決定される。従って、接線方向角
度のより小さい値は、水の流れ２１０の軸方向水速度値に比較して、水の流れ２１０の接
線方向速度成分値を低下させかつスワール防止装置２００の近傍においてプレスワール状
態が発生する可能性を減少させるのを可能にする。
【００２５】
　この例示的な実施形態では、作動中に、水１６０はスワール防止装置２００を通して送
られる、つまりより具体的には、水１６０は、基盤２０２及び翼２０４を介してポンプ吸
込部分１６８に送られる。スワール防止装置２００は、ポンプ吸込部分１６８に流入する
水の流れ２１０を分配するのを可能にしかつ該水の流れ２１０を循環水ポンプ１５０の軸
方向中心線１７０に向かって略整列させ、それによって上記したような水の流れの接線方
向角度を軸方向中心線１７０から離れる方向に５°以下に減少させて、水の速度の接線方
向成分が水の流れ２１０の大きな軸方向速度成分と比較して減少させるようにする。従っ
て、スワール防止装置２００の近傍における水１６０でのプレスワール状態が形成される
可能性を減少させることができる。スワール防止装置２００の導入は、ポンプ１５０を改
良する必要性を減少させる。
【００２６】
　図５は、循環水ポンプピット１３０内に配置された例示的な流体制御システム３００、
つまりより具体的にはスワール防止システム３００の第１の概略図である。図６は、スワ
ール防止システム３００の上面図であり、また図７は、スワール防止システム３００の第
２の概略図である。この例示的な実施形態では、スワール防止システム３００は、循環水
ポンプピット１３０内に結合された水面下プレート３０２を含み、該水面下プレート３０
２は、少なくとも部分的にピット壁１６６によって支持される。
【００２７】
　また、この例示的な実施形態では、水面下プレート３０２は、実質的に無孔であり、ま
た水位線１６２の下方おいてかつピットフロア１６４の上方の所定の距離Ｄｐにおいて水
１６０内に略水平に取付けられる。距離Ｄｐの値の範囲は、該範囲の下限においてはポン
プ１５０がＮＰＳＨの低下を生じて充分な流れをもたらすポンプ出力の増加を必要とする
傾向がありまた該範囲の上限においてはプレート３０２がスワールの可能性を減少させる
のに実質的に殆ど効果がないように決定される。さらに、この例示的な実施形態では、プ
レート３０２は、軸方向中心線１７０に対して略直交するポンプ分岐線３０１を少なくと
も部分的に画成しており、その場合に、プレート３０２の少なくとも一部分は、ポンプ分
岐線３０１から壁１６６までポンプ１５０の周りで延びる。
【００２８】
　この例示的な実施形態では、プレート３０２には、半円形端縁部３０３が画成される。
それに代えて、端縁部３０３は、スワール防止システム３００が本明細書で説明するよう
に機能するのを可能にするあらゆる形状を有することができる。端縁部３０３を除いて、
プレート３０２は、長さＬｐ、幅Ｗｐ、及び厚さＴｐを有しており、その場合に、長さＬ
ｐ、幅Ｗｐ及び厚さＴｐは、本明細書で説明するようにスワール防止システム３００が作
動するのを可能にするように可変に選択される。端縁部３０３とポンプ１５０との間に画
成された所定の間隙ギャップＧは、膨張による干渉並びにポンプ１５０からプレート３０
２への及びその逆方向の力の伝達を減少させるのを可能にし、その場合に、ギャップＧは
、本明細書で説明するようにスワール防止システム３００が作動するのを可能にするあら
ゆる値を有する。
【００２９】
　また、この例示的な実施形態では、スワール防止システム３００は、１以上の水中仕切
り、つまりより具体的には第１のウェッジ３０４及び第２のウェッジ３０６を含む。ウェ
ッジ３０４及び３０６は、プレート３０２に結合されかつ少なくとも部分的に該プレート
３０２を支持する。さらに、この例示的な実施形態では、スワール防止システム３００は
また、ヒンジ及びリンク機構３０８を含み、このヒンジ及びリンク機構３０８は、図７の
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領域Ａ、Ｂ及びＣと関連させてより詳細に説明する。
【００３０】
　図８は、領域Ａの周りで取った、スワール防止システム３００の概略図である。この例
示的な実施形態では、ヒンジ及びリンク機構３０８は、プレート３０２の上部３１４に結
合された第１のヒンジ３１２を含む。また、この例示的な実施形態では、ヒンジ及びリン
ク機構３０８は、ヒンジ３１２に結合された第１のリンク３１６を含む。ヒンジ及びリン
ク機構３０８は、端縁部３０３とポンプ１５０との間に所定の間隙ギャップＧを維持した
状態、従ってプレート３０２とポンプ１５０との間の干渉の可能性を減少させた状態にプ
レート３０２を移動させるのを可能にする。少なくとも幾つかの別の実施形態では、付加
的なヒンジ及びリンク機構３０８が、ポンプ１５０の反対側（図示せず）に結合される。
【００３１】
　図９は、領域Ｂの周りで取った、スワール防止システム３００の概略図である。この例
示的な実施形態では、ヒンジ及びリンク機構３０８は、第２のヒンジ３２０を介して第１
のリンク３１６に結合された第２のリンク３１８を含む。少なくとも幾つかの別の実施形
態では、付加的なヒンジ及びリンク機構３０８が、ポンプ１５０の反対側（図示せず）に
結合される。
【００３２】
　図１０は、領域Ｃの周りで取った、スワール防止システム３００の細部の概略図である
。この例示的な実施形態では、ヒンジ及びリンク機構３０８はまた、第２のリンク３１８
及び壁１６６に結合された複数のガイド３２２を含む。第２のリンク３１８は、本明細書
で説明するようにスワール防止システム３００が機能するのを可能にするあらゆる数のガ
イド３２２を備えたあらゆる距離にわたる壁１６６の上部部分に延びる。少なくとも幾つ
かの別の実施形態では、付加的なヒンジ及びリンク機構３０８が、ポンプ１５０の反対側
（図示せず）に結合される。
【００３３】
　作動中に、また図５、図６、図７、図８、図９及び図１０を参照すると、水１６０は、
作動している循環水ポンプ１５０のポンプ吸込部分１６８に向かって水の流れ３２４とし
て吸い込まれる。一般的に、空気同伴表面渦の形成を引き起こす位置は、低自由表面速度
の領域、すなわちポンプ１５０と壁１６６との間に画成された流れ領域（図示せず）であ
る。スワール防止システム３００、より具体的にはプレート３０２は、ウェッジ３０４及
び３０６と協同して、ポンプ１５０と壁１６６との間に画成された低速度領域においてポ
ンプ吸込部分１６８に向かうポンプ１５０による吸引作用を減少させるのを可能にする。
そのような低速度領域におけるポンプ吸込みの減少により、プレート３１４の上部と水位
線１６２との間での流れを妨げることが可能になり、かつ渦の生成及びその結果生じるポ
ンプ吸込部分１６８への空気同伴の可能性が大幅に減少する。スワール防止システム３０
０の導入は、ポンプ１５０を改良する必要性を減少させる。
【００３４】
　本明細書で説明しているのは、流体を制御する、より具体的には冷却又は循環水システ
ムを通して水を流すのを可能にする装置及びシステムの例示的な実施形態である。さらに
、具体的には、本明細書で説明したスワール防止装置及びスワール防止システムの両方は
、プレスワール又はスワール状態を引き起こし、またさらに循環水ポンプ吸込口に空気を
送り込みかつ結果としてそこにキャビテーションを生じさせる自由表面渦に成長する可能
性がある水中渦を形成する傾向を減少させるのを可能にする。スワール及びキャビテーシ
ョンの減少は、影響を受けたポンプに生じる騒音及び／又は振動の可能性を減少させると
共にそれに伴う検査コスト、補修コスト及び／又は交換コストを低減する。さらに、本明
細書で説明したような装置及びシステムは、より浅い循環水ポンプピットの使用を可能に
し、それによって製造の資本コストを減少させる。さらに、本明細書で説明したようなス
ワール防止装置及び／又はスワール防止システムの使用は、関連するポンプに対するあら
ゆる改良の必要性を減少させる。
【００３５】
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　本明細書に記載した方法及びシステムは、本明細書に記載した特定の実施形態に限定さ
れるものではない。例えば、各システムの構成要素及び／又は各方法のステップは、本明
細書に記載したその他の構成要素及び／又はステップとは独立してかつ別個に使用しかつ
／又は実施することができる。さらに、各構成要素及び／又はステップはまた、その他の
組立体パッケージ及び方法で使用しかつ／又は実施することができる。
【００３６】
　様々な特定の実施形態に関して本発明を説明してきたが、本発明が、特許請求の範囲の
技術思想及び技術的範囲内の修正で実施することができることは、当業者には分かるであ
ろう。
【符号の説明】
【００３７】
１００　発電プラント（産業設備）
１０２　蒸気タービンシステム
１０４　蒸気入口
１０６　蒸気タービン組立体
１１０　蒸気復水装置
１１２　復水チューブ
１１４　復水出口
１２０　循環水システム
１２２　冷却塔
１２４　噴霧マニホルド
１２６　温水導管
１２８　水トレイ
１２９　冷却水ベイスン
１３０　循環水ポンプピット（循環水供給源）
１３２　冷却水導管
１５０　循環水ポンプ（流体移送装置）
１５２　ポンプ吐出導管
１６０　水
１６２　水位線（流体自由表面）
１６４　ピットフロア
Ｈｗ　水の高さ
１６６　ピット壁
１６８　ポンプ吸込部分
１７０　ポンプ軸方向中心線
２００　スワール防止装置（流体制御装置）
２０２　円錐形基盤
２０３　中央上部
ＨASD　スワール防止装置の高さ
２０４　翼
Ｔ　翼の厚さ
２０６　第１の矩形プレート
２０８　第２の矩形プレート
Ｄｃ　ピットフロアとポンプ吸込口との間の間隙距離
２１０　水の流れ
３００　スワール防止システム（流体制御システム）
３０１　ポンプ分岐線
３０２　水面下プレート
Ｄｐ　ピットフロアからの距離
Ｌｐ　プレート長さ
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Ｗｐ　プレート幅
Ｔｐ　プレート厚さ
Ｇ　ギャップ
３０３　プレート端縁部
３０４　第１のウェッジ
３０６　第２のウェッジ
３０８　ヒンジ及びリンク機構
３１２　第１のヒンジ
３１４　プレートの上部
３１６　第１のリンク
３１８　第２のリンク
３２０　第２のヒンジ
３２２　ガイド
３２４　水の流れ

【図１】
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【図２】



(12) JP 2011-38513 A 2011.2.24

【図３】
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【図６】
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【図７】
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【図８】
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